Pros and Cons of the Construction of Nuclear Plant by 洪, 起 & Koh, Ki
原子力発電所建設の是非　57
原子力発電所建設の是非






Keywords :  Nuclear Plant, Radiation Contamination, Natural 
Disaster, Optimum Design, Reliability Theory
From an economical point of view minimizing the sum of 
the expected values of loss caused by disasters and the 
construction cost, this paper describes a probabilistic method 
for deriving the optimum shear force coefficient of structures
under the optimum design based on structural reliability 
theory. Besides, the pros and cons of the construction of 


















は世界第 3 位で、世界原発数の 1 割強の 54 基である。そのうち
の 6 割以上が日本建築学会の地震危険係数が高い地域に集中し
ている。さらに、建設・計画中の原発も十数基あるという。世























































































































































































　昭和 56 年の新耐震設計法で規定されている 1 次設計の地震層
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　　ただし、  ：地震地域係数（0.7 〜 1.0 ）
  ：振動特性係数
  ：地震層せん断力係数の高さ方向の分布係数












り入れられるだろうと思われる。尚、文献 ［ 1 ］で規定されて









































 ：変位ピーク数  の中の最大ピーク値











　　  （3 − 2 ）
　　ただし , 　
  ：弾性振動系の変位応答の標準偏差






て（3 − 2 ）式に組み入れた。





　　  （3 − 3 ）
　　ただし、　  ：  年後の建築物の安全の確率
  ： 構造工学的に意味のある強さ以上の地震の 
単位年間当たりの平均生起回数
 ： 確率 1 で地震動を受けたときの建築物の 
崩壊確率
　上式中の建築物の崩壊確率はピーク値がその許容限界値に等





れ  ,  とする。最大変位ピークの期待値  の代わりに、
構造特性係数  を用いて降伏震度の期待値の項で表すと、（ 3
− 3 ）式は次のようになる。（Appendix A）






















 （4 − 1 ）
　　ただし、 　  ：建築物の崩壊による全損害額  の期待値 





（ 4 − 1 ）式に（ 3 − 4 ）式を代入し、微小項を無視すれば次式
が得られる。
　　
 （4 − 2 ）








（4 − 3 ）
　　ただし、  ：震度  のときの建設費
  ：0.05,0.1 程度の値
（ 4 − 2 ）式と（ 4 − 3 ）式の  の代表値として、その期待値 
 を用い、次式
　　  （4 − 4 ）
から、  の最適値  を求めると次式になる。




　上式の最適安全率と（ 3 − 4 ）式から、  と  の関係式









それ以下である。一方、（ 4 − 6 ）式の右辺は  のある程度大き




らば、  であるから、  は（4 − 5 ）式から次式になる。
　　  
































　弾塑性振動系の最適降伏震度は（ 4 − 7 ）式で表されること
を前項で示した。この項では、現在、新耐震設計法で規定され










（5 − 1 ）
　ただし、  ：一般建築物
  ： 重要建築物または地盤、偏心等に関する 
特性を有する建築物
 ： 建築物が  の場合のそれ 
ぞれの係数
　上式中の  は、（ 4 − 7 ）式により、建築物の種類に依存
しない。
　ここで、（ 5 − 1 ）式から得られる 2 つの最適降伏震度の相対
関係から成立する式を導出するために、新しく次の６つの式を
導入する。
 （5 − 2 ）
　　
　　ただし、  ：定数
　（ 5 − 1 ）式から得られる 2 つの式と（ 5 − 2 ）式から、
APPENDIX B の（B − 1 ）式が得られる。この式で、耐震安全
性規範にも依存するが、最適安全率は通常は 2 前後の値であり、
一般建築物の最適降伏震度は 0.2 〜 0.3 程度の値である。変位ピ
ークの最大値を  と見なしたときに（ 3 − 4 ）式から得られ
るピーク数  は 50 である。そのとき、（ 4 − 6 ）式から得られ
る最大変位ピーク値の変動係数  であり、  ,  は











象とし、地震活動が活発な地域を標準地域とすれば、  は 1 ま
たは 1 より多少小さい値になる。結局、（B − 1 ）式の  は 
 に比べて十分大きな値になり、さらに、一般建築物の
最適降伏震度は 0.2 〜 0.3 程度であるから、これらの項を無視す
れば、結局、次式で表すことができる。
　　  






































































 （6 − 2 ）
　　
　　ただし、 　  ：  の期待値
　　　　　  ：  の変動係数
　（6 − 2 ）式を最小にする降伏震度は次式から得られる。
　　  
（6 − 3 ）
　上式から得られる降伏震度を  とすれば、次式になる。
　  
（6 − 4 ）
　（ 6 − 4 ）式は建築物崩壊による全損害額の変動係数を最小
にするときの降伏震度である。この震度が（ 4 − 7 ）式の最適
降伏震度に近いか離れているかが問題になる。無論、この両震
度が一致することが望ましい。
　（4 − 7 ）式と（6 − 4 ）式から得られる震度を直接比較する
よりも、相対的に比較したほうが容易である。それ故、（4 − 7 ）
式に含まれる 3 つのパラメータを期待値と見なし、両式に含ま
れる共通のパラメータを消去すれば、次式が得られる。





もることできない場合を想定しているため、（ 6 − 5 ）式におい
て  と  の関係に注目する。　
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　表１　  の値（ 
        1.33 1.5 1.67
0.9 0.081 0.075 0.073
1.0 0.159 0.170 0.180
1.1 0.287 0.345 0.392
1.2 0.506 0.686 0.836
1.3 0.887 1.355 1.772
1.4 1.550 2.672 3.753
1.5 2.707 5.266 7.945
1.6 4.728 10.38 16.82
1.7 8.258 20.46 25.60
1.8 14.42 40.32 75.38
1.9 25.18 79.47 159.6
2.0 43.98 156.3 337.8
　表 1 は、（ 6 − 5 ）式から得られる  と  の関係を数値で示
したものである。変位の許容限界値として、  程度の
ピークレベルを想定し、前述のように、最大変位ピーク値の期




度を高く設定し、1 とした。  と  の変動係数は 5% とした。
　表中の安全率とパラメータの変動係数に対して、正の  が得
られるためには、  はそれぞれ 0.802,0.813,0.839 より大きくなけ
ればならない。




　表 1 から分かるように、  が 20% 程度またはそれ以下であれ
ば、  はほぼ 1 に等しい値になる。結局、  は  にほぼ等
しい値になるから、前述のように、最適設計に基づく唯一の値
としての最適降伏震度が存在し、耐震設計が可能になる。
　しかしながら、  がさらに大きくなると、  は 1 より大きく
増加関数になるので、  と  の差異が徐々に大きくなる。
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